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公立図書館の事業波及の
メカニズムに関する考察
松　本　直　樹
1.問題意識と課題
公立図書館にかかわる政策領域は中央政府による統制が希薄である｡学
校教育において文部科学省一都道府県教育委員会一市町村教育委員会,と
いう縦系列の統制が機能してきたと言われるのと対照的である｡では図書
館が実施する事業に国が関与しなかったかと言えばそうともいえない｡文
い
部科学省(旧･文部省)は図書館法を軸に｢望ましい基準｣ , ｢これから
2)
の図書館像｣などによって図書舘が実施すべき事業のリストを提示してき
た｡しかし,これらはいわばカタログメニューのようなもので,どれを個
別の図書館で採用すべきかは図書館の自由裁量とされてきた｡
強力な統制システムを欠いているにも関わらず,日本の図書館は一定の
レベルのサービスを提供してきた｡しばしば日本の図書館は｢金太郎あめ
のような図書館｣と呼ばれる｡これは,蔵書内容に特色がないことに対し
言われる言葉であるが,提供するサービスが均質であることも無関係では
ないであろう｡均質なサービスが良い場合もあるし,悪い場合もある｡こ
の是非は別途議論が必要だが,強力な中央政府による統制を欠きながら均
質なサービスを可能にした理由を探求するのが本稿の課題である｡その中
でも,本研究が注目するのは,個々の図書館の試みが多くの図書館に広が
っていく事業波及のメカニズムである｡このメカニズムが作動してきたた
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め日本の図書館は一定の均質的サービスを提供することができたと筆者は
考える｡本稿では,筆者が行ってきた事業波及に関する研究を統合して図
書館の事業波及のメカニズムをモデル化することとする｡
2.先行研究
公立図書館は地方自治体に属することから,地方自治体を対象にした研
究が事業波及の問題を考えるときも参考になる｡地方自治体の研究の中で
も政策の波及要因を実証的に検討している政策波及研究が参考になる｡こ
の政策波及研究の情夫としてしばしば挙げられるのはジャック･ウオーカ
3)
ー　Oack L. Walker)による研究である｡ウオーカーは88のプログラムに
ついて採用時期の調査を行い,因子分析によって周辺自治体間の相互作用
が政策波及をもたらすことを実証しようとした｡ウオーカーの研究に対し
ヴァージニア･グレイ(Virginia Gray)は先進的であることが州固有の性
4)
格かどうかを, 12の政策領域を対象に調査した｡結果,政策領域によって
先進的な州は異なり,必ずしも常に先進的である州が存在するわけでない
ことを指摘した｡また,上位政府の介入の影響も指摘している｡グレイの
ように上位政府による政策採用を政策波及の重要な要因と考える研究は日
本でも一連の研究がある｡それらの多くは基本的に中央政府の介入,具体
的には立法や技術的基準の設定,特定技術の推薦などが波及に一定の効果
5)
を持つと捉えている｡
中央政府による介入の重要性は多くの研究で指摘されてきたが,アメリ
カではそれ以外の要因も普及要因と捉える研究が行われている｡その中で
6)
いくつかの研究は全国的な専門職団体の活動の効果を指摘している｡そう
した団体の活動は政策採用を速めること,水平的な事業波及に変化を与え
る要因になること,が指摘されている｡中央政府による統制が効いていな
い公立図書館政策の領域ではこうした視点がヒントになる｡実際,多くの
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図書館関係者は日本図書館協会や図書館関連団体,県立図書館などが事業
波及に影響力を持つと考えているであろう｡図書館情報学分野でパンジト
ア(Vema L. Pungitore)が州図書館当局の活動の多寡が小規模図書館へ
7)
のプランニングプロセス普及に効果があったことを示している｡この知見
は,上で述べたアメリカの研究と整合的である｡
これまで日本の図書館界では経験的に図書館の事業が波及することは知
8)
られてきた｡しかし実際に学問的にアプローチされることはなかった｡そ
こで筆者は一連の研究によって図書館における事業波及のメカニズムを明
らかにしてきた｡まず,松本(2009a)ではヤングアダルトサービスを対
象に関東地方6県への波及について,事例調査と質問紙調査によってメカ
～り
ニズムを検討した｡結果,事業が確かに波及していること,特に多くの図
書館の見本となるようなモデル的な図書館の存在,情報交換の場の存在,
県図書館協会の関わりなどが事業波及に影響すること,規範は事業波及に
マイナスに作用することがあること,などを明らかにした｡また,松本(2009
10)
b)は障害者サービスを対象に,やはり関東地方6県への波及を調査した｡
結果,こちらもYAサービスと類似の結果が確認された｡特に,県立図書
館の関わりの重要性が示された｡
このように図書館関連団体が重要な役割を果たしていることは明らかで
あることから,松本(2009C)ではフォーマル,インフォーマルな図書館
ll)
関連団体の活動について調査を行った｡結果,フォーマルな団体は安定し
た経営により長期にわたる事業波及のサポートを行うが形式知中心の知識
共有であること,インフォーマルな団体は経営が安定しないが暗黙知のコ
ミュニケーションが可能であることを明らかにし,ともに事業波及に重要
な役割を果たしてきたことを示した｡
12)
そして松本(2009d)は関東地方6県の図書館を対象に職員が用いる情
報源について調査をした｡結果,自治体を越えて情報交換する場が存在す
る場合,メディア上の情報に加え他の自治体の図書館職員を情報源として
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用いる傾向が強まることを示した｡
本研究では以上の一連の研究を整理し,公立図書館における事業波及の
メカニズムをモデル化し整理することとする｡
3.事業波及のメカニズム
事業波及のメカニズムについてこれまで検証してきたのは,以下のよう
な仮説であった｡
図書館の事業波及は｢相互参照｣によって主導される｡相互参照
が行われるのは｢不確実性｣のためである｡参照によって事業を
うまく運営する図書館が確認できたり,同一一県内で情報が共有さ
れる場があると, ｢不確実｣が低下し採用が促される｡採用図書
館が増えると次第に事業の規範化が進みさらに採用が増える｡
ここでいう｢相互参照｣は事業のアイデアの入手や採用に際し他の自治
体の動向を参考にする行動のこととする｡また｢不確実性｣とは事業実施
の方法,実施した場合のアウトプット,アウトカムに関する不確実性を意
味することとする｡
以下では上記のメカニズムに筆者のこれまでの研究を組み込み包括的に
事業波及のメカニズムを探ることとする｡以下, (1)事業が波及するプ
ロセスと波及しないプロセスについて, (2)波及に関係する要素につい
て,述べる｡はじめに事業波及の全体像を示し,つぎにメカニズムの重要
な要素を説明する,というわけである｡
以下では事業の採用時期に応じて採用図書館群をグループ化して議論を
深める｡この採用図書館群について,はじめに整理しておこう｡ロジャー
ズによればあるイノベーションが潜在的採用主体に広がっていく際,表1
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表1　革新性に基づく採用者のカテゴリー
採用者群
イノベーター
初期採用者
初期多数派
後期多数派
ラガート
2.5%
13.5%
34.0%
34.0%
16.0%
13)
のように採用主体群を分類できるという｡以下では,これらの採用図書館
群を用いながら,波及のメカニズムを整理する｡
3. 1.波及するプロセスと波及しないプロセス
まず事業波及のメカニズムについて主に松本(2009a, 2009b)で得られ
た知見をもとに,時間的順序にしたがってモデル化しよう｡ここでは単に
事業採用の局面だけでなくその改善の局面も含めたプロセスを考えてみる｡
事業は実践される中でさまざまな問題が認識され改良されるが,そうした
改良のプロセスも含めて検討しようというわけである｡なお,ここで示す
プロセスはいわば両極端であり,中間形態があることは言うまでもない(例
えばモデル図書館はあるが知識共有のための団体を欠いている事例)｡
3. 1. 1.波及するプロセス
はじめに波及するプロセスについて検討することとしよう(図1参照)｡
まず,ある事業を始める図書館が出現する｡その後,初期採用図書館と
いわれる比較的革新的な図書館も採用を開始していく｡こうした初期に採
用する図書館の多くは内生条件とマクロ要因に基づいて採用を始める(図
1の1｡以下同様)｡ここで内生条件とは自治体の社会政治経済的な条件
のことであり,マクロ要因とは全国の図書館に均一に作用する要因(例え
ば政策文書)のことである｡
その後,情報を共有する団体が生まれる(2以降の網掛け部分がそうし
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図1　普及が進む場合のパターン
1.サービスを始めた図書館がい
くつかある
2.情報共有の仕組みが作られ.
モデル図書館も生まれる
3.サービスを実践する図書館が
多く生まれる
4.事業を実践しその情報共有が
なされる
5.その情報が多くの図書館に共
有され各図書館で事業が実践さ
れる
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た団体に参加する図書館である)｡この団体はフォーマルな場合(埼玉県
の障害者サービスの事例)もあればインフォーマルな場合(群馬県のYA
サービスの事例(図書館倶楽部))もある｡どちらにしても,これが生ま
れるかどうかが事業波及に決定的に重要である｡団体が生まれることでモ
デル的な図書館に関する情報が共有され,そうした図書館に参照が集中す
る｡ YAサービスで見られた群馬県の草津町立や障害者サービスで見られ
た県立川越などがそうした図書館である｡場合によっては団体を主導する
図書館がモデル的な図書館になることもある｡また,モデル的な図書館が
団体設立前に存在せず,情報共有のプロセスで生み出されることもある｡
モデル図書館と図書館関連団体の誕生により｢不確実性｣が低下し,末採
用図書館は事業採用に踏み切る敷居が低くなる(2)｡
これによって初期多数派図書館の積極的採用の動きが出てくる｡そして
さらに採用図書館が増加すると,事業が規範化していく｡それにともない
後期多数派図書館による導入も行われるようになる(3)｡
さらにその後,図書館関連団体で実践に伴うさまざまな問題の知識共有
がはかられる｡こうした情報の多くはしばしばメディア上から入手できな
いか,効果的に入手できないものである｡図書館関連団体はそうした情報
を一度吸い上げ共有し,その解決手段を提供する｡具体的には実施図書館
から問題を提起してもらい,適切に対処している図書館に事例報告を依頼
するといった事例が考えられる｡そうした解決手段は多くの図書館で実践
され,よりよい事業形態が模索されていく(4-5)｡このことは不確実
性をますます低下させ採用図書館を増やし結果としてさらに規範を強化す
る｡
3. 1. 2.波及しないプロセス
つぎに波及しないプロセスについて考えてみよう(図2参照)｡
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まず,ある事業を始める図書館が出現する｡これは先ほど見た波及する
プロセスと同様である｡マクロ要因,内生条件によってイノベーターと呼
ばれる図書館群が事業採用を開始する(1)｡
しかしその後,情報を共有する団体が生まれない場合,個別の試みは共
有されず実践を改善するインセンティブに欠ける｡また先進的試みをして
いる図書館があっても情報が共有されないため,参照可能な図書館がどこ
か末採用図書館に伝わらない｡このため不確実性が高く多くの図書館は採
用を行わない｡中には一一度事業を開始したにもかかわらず事業実施を取り
やめる図書館も生まれる｡このため実施率はあまり上昇しない｡それでも
マクロ要因が作用している限り事業採用は行われるが,普及スピードは遅
い(2-5)｡
以上,波及するプロセスと波及しないプロセスを見てきたが,結果とし
て最初に示した事業波及のメカニズムに関する仮説は現実の事業波及をあ
る程度説明できることが分かった｡
3.2.波及プロセスの要素
前節では波及するプロセス,波及しないプロセスを見てきたが,ここで
は各プロセスで重要な役割を果たしていた要素について詳しく見てみよう｡
以下｢図書館関連団体｣, ｢参照先の図書館｣ ｢規範の形成｣について見て
いく｡
3. 2. 1.図書館関連団体
県内の事業波及にとって最も重要だったのは,情報を共有する団体が生
まれるかどうかであった｡そうした団体はフォーマルなものとインフォー
マルなものがあった｡以下,フォーマルな団体,インフォーマルな団体に
ついて,特に松本(2009d)から分かった特徴をまとめよう｡
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(1)フォーマルな団体
フォーマルな団体による関わりの特徴は, ｢内容の限定性｣ ｢形式知の伝
達｣ ｢正統性｣ ｢安定的経営｣である｡以下順番に見ていこう｡
フォーマルな団体で扱われるテーマは,県立図書館が主導できるテーマ
になる傾向が強く基礎自治体レベルの図書館の関心が必ずしも反映されて
いなかった(｢内容の限定性｣)｡これは以下のようなメカニズムに起因す
る｡
知識共有の団体が生まれるかどうかは,少なくとも1990年頃までは基本
的に県立図書館の実践と深く関わっていた｡県立図書館がある事業を実践
していた場合,関連する研究会や研修組織(以下｢研究会等｣)が生まれ
る傾向が強かった｡これは,研究会等の事務局を担うのが県立図書館であ
ったことと関係している｡そして事務局を県立図書館が担うと,研修組織
を主導するのも県立図書館になることが多かった｡基礎自治体レベルの図
書館職員はそうした研修組織の設立,そして運営に主体的に関わることは
少なかった｡
なぜ,基礎自治体の図書館職員がそうした団体で主導権を持ち得なかっ
たか｡これは,埼玉県公共図書館協議会(以下｢埼公図｣)の活動で見た
ように各図書館における定期的な職員異動,充て職による参加などが影響
していた｡結果,専門知識や経験に劣る基礎自治体の図書館職員はアジェ
ンダ設定の場での主導性が弱くなる｡以上のメカニズムによりこれまでフ
14)
ォーマルな団体を主導するのは県立図書館であった｡
フォーマルな団体での知識共有の特徴に注目してみると,コミュニケー
ションは一方向的で形式知の伝達が多かった(｢形式知の伝達｣)｡これは,
参加人数が多く事例発表形式の知識共有が多かったことと関係している｡
この点はインフォーマルな団体と対照的である｡特に事例報告を聞くだけ
で,事務局によるインフォーマルなサポートも行われない場合,形式知中
15)
心の知識共有になる傾向が強まる｡事務局が集合的学習の触媒役を果たす
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場合,参照は事務局がおかれた図書館に集中しそれ以外の図書館同士の参
照は活発化しない｡
フォーマルな団体がコミットする場合,以上のような｢内容の限定性｣,
｢形式知の伝達｣というどちらかというとネガティブな側面が強くなるが,
積極的な側面もある｡それが, ｢正統性｣と｢安定的経営｣である｡
フォーマルな団体のコミットは当該事業が図書館界で実施すべき正統な
事業であるとのお墨付きを与える効果をもつ(｢正統性｣)｡新しく出現す
る事業の中には個々の図書館にとって取り組むべきか迷うものもある｡文
部科学省や日本図書館協会などの政策文書,公式文書が一定の方向性を示
しているが,そうした文書は膨大な数の事業をカタログのメニューのよう
に掲載しており,どれを採用すべきかの判断は図書館任せになりがちであ
る｡
フォーマルな団体がコミットすることで,比較的優先順位の高い事業と
して県内の図書館職員に受け止められる｡群馬県のYAサービス波及に県
図書館協会のもとに設置されたヤングアダルト研究会の活動が一定の効果
を持ったことが指摘されていたのは,このような効果を論証している｡正
統的な事業と評価され事業が普及していけば,やがて規範化も進み｢まと
もな図書館なら当然採用すべき事業｣と評価されるようになる｡
また,フォーマルな団体は組織運営が比較的安定している(｢安定的経
営｣)｡事務局を固定し,充て職であってもとりあえず幹事が参加すれば,
組織自体が消える危険は少ない｡このことは,継続して事業普及していく
場合,有利に働く｡個別の図書館は内生条件も考慮して事業採用をしてい
くため,情報に接した後すぐ事業を採用するわけでない｡ YAサービスや
障害者サービスで見たように,事業の波及は数年どころか数十年単位で引
き起こされていく｡インフォーマルな団体が常に組織の存亡と背中合わせ
川:
であるのと対照的にじっくり事業普及に取り組めるわけである｡
以上のようにフォーマルな団体は扱われるテーマが限定的で,しかも県
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立図書館主導の運営である点,そして一方向的な知識伝達中心である点が
限界だが,事業のお墨付きを与え,組織が安定的に経営される点は有利な
点である｡安定的に経営されることで事業波及を長期間にわたってサポー
トできる｡このことは,事業を1--度だけ研修で取り上げる場合と比較しは
るかに大きな影響を県内の図書館に与えうる｡
(2)インフォーマルな団体
インフォーマルな団体として自発的,個人的な勉強会を挙げることがで
きる｡インフォーマルな団体の特徴は｢意欲のある広範な参加者｣ ｢暗黙
知の共有｣ ｢不安定な経営｣ ｢弱い規範効果｣とまとめられる｡フォーマル
な団体と対比しながら特徴を検討しよう｡
インフォーマルな団体は,まず｢意欲のある広範な参加者｣が特徴であ
る｡インフォーマルな団体に図書館職員は自分の時間を使って自主的に参
加する｡こうした団体は実態は別として誰かが指定席に座って主導性を発
揮することは予定されていない｡そういう面では民主的で,結果として参
照は参加館同士活発に行われる傾向が強い(水平的で活発な参照)｡また,
図書館関連の研修は通常正規職員が派遣されることが多いが,こうした自
発性に基づく勉強会は非正規職員にも参加の機会が開かれることが多く,
実質的に図書館経常に深く関わっている非正規職員にとって貴重な研修の
機会となる｡
また,充て職による参加でないため,勉強会に参加する職員は強い関心,
意欲を持つことが多く,問題への取り組み,知識の吸収に積極的でフォー
マルな団体では見られない高いレベルの活動が期待できる｡
インフォーマルな団体は個別のテーマを扱う場合と一般的なテーマを扱
う場合がある｡前者として図書館倶楽部,ヤングアダルト研究会,児童図
書館研究会(以下｢児図研｣),なごや会などがある｡後者として図書館問
題研究会(以下｢図間研｣)などがある｡後者のような団体の場合,広範
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なテーマが扱われていた｡そうした団体ではフォーマルな団体で取り上げ
にくい委託や専門職の問題も取り上げられていた｡自由なテーマ設定は旬
のテーマを取り上げることを可能にする｡そのテーマを継続的に取り上げ
たければそうしたスケジュール設定も可能であり,多様な事業普及にプラ
スの効果を発揮することができる｡
扱われる知識の性質は暗黙知的な知識が含まれる点で,フォーマルな団
体と異なる(｢暗黙知の共有｣)｡コミュニケーションは双方向的で,日常
の疑問なども尋ねやすい｡このことは,事業採用に伴う不確実性を大きく
低下させる｡特に,当該分野について経験が浅い図書館職員はしばしば文
脈的な知識を必要とするが,双方向のコミュニケーションはそうした情報
を比較的容易に得ることを可能にする｡こうしたことは,一度事業を導入
した後の中途の脱落を抑止する上でも重要である｡
しかしインフォーマルな団体に図書館職員は勤務時間外に自発的に参加
するため,多数の参加が望めず結果としてメンバーはだいたい同じになり
マンネリズムに陥りがちである｡また参加者が少ないことは, ｢集合的学
習｣という点で効果が限定される欠点がある｡
また,インフォーマルな団体は基本的に経営が不安定になりがちである
(｢不安定な経営｣)｡しばしばこうしたインフォーマルな団体は組織を牽引
するメンバーの活動に大きく依存するため,そうしたメンバーがいなくな
ると,組織の活動が一挙に困難な状況に陥るのである｡特に,通常活動す
るメンバーは固定され,かつ少数で活動を担うことが常態であるためバー
ンアウトの危険と隣り合わせである｡他にも家庭の事情,例えば子どもの
誕生や親の介護はこうした団体への参加を困難なものにする｡
さらに,フォーマルな団体と比較すると活動による規範効果は弱いと考
えられる(｢弱い規範効果｣)｡個人的な勉強会であるためである｡したが
って,事業にお墨付きを与える効果はフォーマルな団体と比較し弱いと考
えられる｡
44
組織の広がりという点で見ると,県で閉じる組織と県という枠組みにと
らわれない組織がある｡県という枠組みにとらわれない組織であっても図
間研や児図研のように県ごとに支部を作る場合もある｡全体としてみると
県ごとに活動することが多いようである｡こうした点ではフォーマルな団
体と同様であり,事業普及の効果も県内で発揮されることになる｡
3. 2. 2.参照先の図書館
メカニズムの要素の2つ目として参照先の図書館について考えよう(松
本2009a, 2009b参照)｡モデル図書館はいくつかのタイプがあった｡参照
を多く集めるという意味のモデル図書館は, ①特定事業のモデル図書館と,
②特定のサービスに限らず有名な図書館, ③支援的機能を持つ県立図書館,
があった｡ (丑は特定のサービスだけで有名な図書館, ②は図書館のサービ
ス全般が高い評価を得ている図書館である｡このうち特に(丑の図書館は図
書館関連団体によって発見されたり,広範に情報が共有されることがある｡
もちろん,雑誌記事に掲載されることでモデルになるような場合は団体の
設立と関係は薄い｡
参照の中心に位置していたのは上で述べたような図書館であるが,参照
の｢集中度｣は1にならなかったし, 1館からしか参照されない図書館は
17)
多数あった｡すべての図書館が参照するようないわば｢スーパーモデル｣
はなかったわけである｡この理由は情報が十分行き渡っていないためと,
各図書館が何らかの意図を持って上に挙げた(丑から③以外の図書館を参照
しているためである｡
モデル以外の図書館を参照する意図を考える時,筆者が行ったビジネス
18)
支援サービスに関する研究が参考になる｡ビジネス支援サービスを始めた
図書館職員の認識で興味深かったのは浦安市立図書館の活動の捉え方であ
る｡浦安市立図書館の活動は,雑誌記事等で紹介されていたため多くの図
書館職員が視察に行っていた｡しかし,それらの図書館職員はそこで行わ
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れていたサービスを実現するのは難しいと考えていた｡それは,人･予算
の面で多くのリソースを必要としすぎるためである｡そうした図書館職員
にとって事業立案の中でより役だったのは近隣,同規模の図書館であった｡
このように事業立案で役立つのはモデル図書館とは限らず身近な図書鰭,
特に多くが日常的に活動をモニターしているような｢準拠自治体｣の図書
館であった｡
この点で後期多数派,ラガートに属する図書館は,多様な選択肢を持つ｡
これらの図書館が採用を決める頃には準拠自治体でも既に採用している図
書館が多く存在するためである｡もっとも準拠自治体での採用が進んだか
らこそ彼らは事業採用を決断したとも考えられるが｡しかし,そうした図
書館にとっても浦安市立図書館のようなモデル図書館の役割は決して低く
ない｡モデル図書館の情報は図書館外のアクターにとって分かりやすい成
功例であるため,庁内のアクターとの調整過程で事業採用を後押しする材
料になったり,議員への情報提供で分かりやすい説明材料になるためであ
る｡このような観点からビジネス支援サービスにおける浦安市立図書館の
存在意義は間違いなく大きい｡以上から考えると,参照は先の①から③の
図書館に加え, ④適当な準拠図書館に行われる,と整理できそうである｡
3. 2. 3.規範の形成
これまで見てきたように,情報を共有する団体が生まれモデル図書館が
創造･共有されることで,不確実性が低下し,さらに規範が形成され事業
波及が起こることが分かった｡ではつぎに規範について整理しよう｡
規範は,マクロレベルでは文部科学省や日本図書館協会などによる政策,
)9)
事業の制度的位置,図書館界の受け止め方などの影響を受ける｡しかし,
規範は県レベルでも影響力を持つのは見てきたとおりである｡県図書館協
会などによる知識共有が規範形成に作用するのである｡
県レベルの事業採用を促す規範は基本的に事業が一定程度普及して以降
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強く作用する｡事業を実施する図書館が少ない場合,そうした規範力は弱
い｡したがって事業の普及の度合いに応じて,規範の強度は異なる｡
しかしこの規範は同一の強度で個別の図書館に作用するかといえば必ず
しもそうでない｡図書館の規模,隣接する自治体によって異なるであろう｡
このことは筆者が行ったボランティア受入をめぐる研究において参照先の
20)
図書館に先の④のタイプの図書館が入っていたことから確認できる｡事業
採用を行おうと事業立案のため準拠自治体を調査したところ採用が進んで
いなければ,採用圧力は低下する｡このことは,アジェンダセッティング,
他部局との調整などでも採用を取りやめる方向に作用するであろう｡
県内の規範の共有は事業採用を促進する面で作用するとともに,事業採
用を抑制する効果も持つ｡これは,新しい事業が既存の事業とどのような
関係にあるかと関係していた｡児童サービスが熱心に取り組まれた千葉県
では対象年齢が一部重複し選書の仕方が大きく異なるYAサービスの普及
が進んでいなかった｡サービス内容の一部であっても既存サービスと重複
するような場合,既存サービスの規範共有の程度が新しい事業の波及に影
響を与える｡
3. 3.波及に関係する要素
以上波及を引き起こすメカニズムに不可欠な要素を検討してきたが,つ
ぎに不可欠とまではいえないが少なくとも波及に影響を与える2つの要素
について検討しておこう｡
3. 3. 1.事業の性質
事業の性質の中には県(地域)レベルの波及要因の強弱に影響を与える
ものがある｡ここでは事業のどのような性質が県(地域)レベルの要因に
影響を与えているか検討しよう｡
まず,上で見たことであるが類似事業の存在は,それが新しい事業と垂
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複する部分がある場合,規範レベルで波及にマイナスの影響を与えうる｡
YAサービスに対する児童サービスがそうであったし,視覚障害者へのサ
ービスに対する点字図書館の活動もそうであった｡こうした既存サービス
と重複する部分がある場合,事業の波及は影響を受ける｡
つぎに,メディア上の情報の有無も｢不確実性｣に関係して,モデル図
書館や図書館関連団体の必要性を変化させる｡事業実施の方法やアウトプ
ットに関する情報がメディア上から十分入手できるのであれば,モデル図
書館への視察や図書館関連団体の必要性を低下させるであろう｡逆にメデ
ィア上の情報が限定されれば,生の声は貴重な情報源になる｡
さらに事業自体が必要とする知識の性質も図書館関連団体の必要性を変
化させる｡暗黙知や他のサービスと互換性のない専門性の高い知識を多く
必要とする事業であれば安定的に経営される図書館関連団体の役割に期待
が集まる｡このことは障害者サービスの普及で見られたとおりである｡逆
に,形式知中心でしかも他の図書館サービスと共通性のある知識中心の事
業であれば,継続的な図書館関連団体の必要性は弱まる｡
また,リソースシェアリングを必要とするかどうかも影響を与える｡協
力貸出や相互貸借などが不可欠であれば図書館関連団体の設立に向かいや
すい｡
3. 3. 2.図書館職員の属性
事業の担当者の属性も参照と関係していた(松本2009C参照)｡傾向と
して,司書有資格者,担当年数が短い図書館職員が積極的に他の自治体の
図書館職員とコミュニケーションをとり情報を収集していた｡
司書資格を持つ図書館職員が外部の図書館を参照する傾向が見られたの
は,コスモポライトな志向性,図書館外部に人的なネットワークを広げる
ことに積極的なことが関係しているのであろう｡また,担当年数が短い図
書館職員が必要とする情報は,文脈的な知識であるため同じ業務を担当し
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ている他自治体の図書館職員から効果的に情報を入手できることと関係し
ていると考えられる｡
4.まとめ
日本の図書館の事業を対象に事業波及のメカニズムについて検討してき
た｡結果,事業波及は図書館関連団体の活動に大きく影響を受けていた｡
少なくとも事業波及のスピードはそうである｡この点は,従来のアメリカ
の地方政府を対象にした研究と整合的であった｡また,モデル的な図書館
の存在も事業波及を早めていた｡
地方自治体を対象にした政策波及研究にとって本研究の持つ意味は,こ
うした専門団体が事業波及に影響を持つことを指摘した点にある｡これま
での日本の政策波及研究のほとんどは上位政府の動向を重要な変数として
きた｡政府外の専門職団体も波及に影響力を持つことは本研究から明らか
である｡近年,政策波及をイベントヒストリ分析で検証する研究が多くな
っているが,こうした専門団体の活動についても考慮する必要があろう｡
日本の図書館情報学研究にとって本研究の持つ意味は大きい｡これまで
多くの図書館関連団体が活動しているにも関わらず役割の重要性を指摘す
る文献は少なかった｡財政難が続く中でわずかな負担金のためにこうした
21)
団体の活動見直しも進んでいる｡本研究の知見はそうした動向が図書館界
に大きなマイナスとなることを示している｡図書館関連団体は個人レベル
の認識にも影響を与える｡ある図書館職員が埼公図の活動に参加して以下
2Z)
のような感想を述べている｡
小図書館であるがゆえに閉鎖的になり図書館界全体の動きをつかめなくな
る恐れ,職員2人という制約の下で,ともすると仕事がマンネリ化する恐
れ,あるいは利用者の増大で事務的なことばかりに追われる恐れ,こうし
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た多くの恐れの中でこの研究会は私にとっては外界とのひとつの接点だっ
た｡ここではじめてストーリーテリングだのピクチャートークだののこと
ばを知った｡人形劇や影絵などで児童に奉仕していく方法を知った｡
本研究では十分検討できなかったが,こうした団体は仕事への意欲を高
め,専門知識を習得する重要な機会を提供する｡こうした団体を少額の負
担金を理由になくすことは公立図書館界にとって大きな損失となろう｡
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県の埼公図で見られた),実際に基礎自治体職員が運営に関わる中で基礎自治体の[.xl
書館の関心が取り上げられる傾向が強まっている｡こうした傾向は,今後の事業普
及のあり方に変化を与える可能性があり注目される｡
15)埼公図の児童奉仕研修会の研修で見られたように例外はある｡また,同じ埼公図
の障害者奉仕研修会で見られたように県立図書館の担当者が集合的学習の触媒役を
果たすこともあり,一一一方向性,形式知中心というのはあくまで全体としての傾向に
すぎない｡
16)近年,主に財源の問題からフォーマルな組織が活動を停止したり,県立図書館が
主導性を弱めることが見られる｡
17)集中度は県内でどの程度モデル的な図書館が存在し,その情報がどの程度共有さ
れているかを確認するための指標である｡これは,ある凶書館を参照している図書
館数(被参照数)を県内全体の有効kiJ答数(参照したか不明も除く)から自分の図
書館をのぞいた数で除し求めた｡社会ネットワーク分析で用いられる指標の一つで
ある｡
18) 2006年に埼玉県内公tiA_図書館(9自治体)を対象に障害者サービス,ビジネス支
援サービスの導入とボランティア受入についてプロセスを調査した｡この調査では
主にlxJ書館内部の意志決定プロセスをアクターや決定手順に注目しながら明らかに
した｡
19)事業の制度的位置とは所管省庁に代表されるような,事業が埋め込まれている制
度的な位置のことである｡例えば当該事業が自治体内の他の部局や,文部科学省以
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